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10 月まで 70％近い支持率を維持し続けてきた。同大統領は就任から 10カ月となる 2019年
9月に発表された政府年次報告書（Primer Informe de Gobierno）において、100項目の政権公
約のうち、79項目をすでに「実現した」とその成果をアピールした。一方で国内経済に関し












オブラドール（Andrés Manuel López Obrador: 以下、AMLO）氏が 53%の得票を得て圧勝し［豊田 
2019］、初めてメキシコで民主的選挙による左派政権が誕生した。自らの政権奪取を「第 4の変革
（Cuarta Transformación）」と位置づける AMLO氏は、2018年 12月の就任当初から矢継ぎ早に公
約を実施し、2019年 9月 1日に発表された政府年次報告書（Primer Informe de Gobierno）では、大
統領自身が 100 の選挙公約のうち、すでに 79 項目について「実現済み」であると主張した［El 
Financiero, 1 de septiembre de 2019］。2019 年 10 月まで政権の支持率は約 70％と、発足当初（約


























                                                        
1 その経緯については、受田［2019］が詳しい。 
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と富の「正当な分配（distribución justa）」により、「社会構造の再構築（reconstrucción del tejido social）」
と「国民生活の向上（bienestar de la población）」の実現を目指すものであるという［Presidencia de 
la República 2019b, xi］2 。「富の創出」において重視されるのは、これまで「疎外されてきた」先
住民の多い南部地域における農業活性化およびマヤ鉄道やテワンテペック地峡の開発に代表され
るインフラ整備と、北部国境地域における最低賃金引き上げを軸とする「産業振興」である
［Presidencia de la República 2019］。北部国境地域では、就任早々の 2019年 1月に最低賃金の２倍
への引き上げと法人税引き下げが行われた。AMLO政権はすでに全国でも最低賃金を 20%引き上
げており、任期中に全国で最低賃金を２倍にすると公約している［El Economista, 12 de septiembre 




活も向上（hay bienestar）している」と述べていた［El Financiero, 23 de agosto de 2019; El Economista, 23 de 
agosto de 2019］。 
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de 2018］。 
年次報告書において、AMLO政権は 100項目の公約のうち、すでに 79項目 3について「実現済
み」であると主張した一方で、治安の改善はこれからの課題であることを認めるとともに、医療





2012 年 12 月に２期 12 年ぶりに政権の座に返り咲いた制度的革命党（Partido Revolucionario 
Constitucional: 以下、PRI）の大統領としてエンリケ・ペニャ・ニエト（Enrique Peña Nieto）前大統
領はそれまでの新自由主義的経済政策を引き継ぐとともに、外資系企業を含む民間企業主導によ







このことが 2018年大統領選における AMLO氏の地滑り的勝利へとつながった 5。 













公務員改革の最大の目玉として、AMLO 氏は自らの大統領の給与をそれまでの月額 27 万ペソ
                                                        
3 3ヶ月後の就任１周年記念（2019年 12月 1日）に際し、AMLO大統領は公約のうち 89項目を「実現した」と
述べた。（AMLOオフィシャルサイト、https://lopezobrador.org.mx/2019/12/01/cumple-presidente-amlo-89-por-
ciento-de-sus-compromisos-en-primer-ano-de-gobierno/ , 2019年 12月 2日アクセス）. 




36 ラテンアメリカ・レポート Vol. 36, No. 2, 2020 
（約 13,500米ドル）から月額 10.8万ペソ（約 5,400米ドル）に大幅カットするとともに、高級官








級官僚だけではなく、公務員全体に及んだ［El Universal, 16 de abril de 2019］ほか 6、第４節で詳
述するように、各省庁が予算削減 7の影響を受けて人員整理を行った模様である。その結果、省庁
の機能が著しく低下し、各種手続きの遅れに加えて 8各部門での予算執行に遅れ（subejercicio）が
生じ、このことが国内経済活動の停滞の要因のひとつとなった［El Universal, 6 de agosto de 2019; 
El Financiero, 1 de octubre de 2019］。報道によると、国内経済停滞の結果、税収額も前年同期と比
べ実質で 2.1%の減少になっているが、緊縮財政効果でプライマリーバランスは GDP比 1.1%の黒






して創設を公約していた国家警備隊が 2019年 6月 30日に発足し、5万 3000人の隊員が治安改善
が優先される全国 150 カ所での活動を開始した。発足 1 年目に 8 万 3000 人（うち、８割が陸海
軍、２割が警察で構成される）にまで増員され［El Universal, 11 de junio de 2019］、最終的には 14
万人の隊員が全国 266カ所で活動を行う計画であるという［Presidencia de la República 2019b］。し
                                                        
6 全ての国家公務員および公立校教員の給与水準は政府のウェブサイト（https://nominatransparente.rhnet.gob.mx）
で確認できるとしている［El Universal, 16 de abril de 2019］。 
7 そのような中、条件付き現金給付プログラムなどの政策評価を担ってきた社会政策評価審議会（Consejo 
Nacional de la Evaluación de la Política de Desarrollo Social: Coneval)トップを 13年間務めたエルナンデス・リコナ
氏が 2019年 7月、大統領の意向により辞任した。同氏は辞任に際し、予算削減と組織縮小により政策決定に
必要な政策評価および貧困測定を正しく行うことが難しくなったと述べた［El Economista, 23 de julio de 
2019］。 
8 筆者が 2019年 9月にメキシコシティで行なったインタビューによれば、複数の関係者から駐在員のビザ発給が
大幅に遅延し（4カ月ほど要する）人員交代に支障をきたしていることや、建設許可が下りないために多くの
建設プロジェクトが進展していないとのコメントが聞かれた 
9 2019年 11 月21 日に議会で承認された 2020 年政府予算は、前年比1％増の６兆 1077 億 3200万ペソとなっ
た。特に議論の的となったのが、財務公債省の当初案と比べ、国家選挙機関（Instituto Nacional de Elección: 
INE）や検察（Fiscalía General）、裁判所などの独立機関の予算が削減される一方、社会政策を担う福祉省予算
や地方自治体への分配金の増額が一際目立つ結果となったことである［El Informador, 22 de noviembre de 2019; 
El Universal, 22 de noviembre de 2019］。独立機関予算の明らかな減額は、AMLO 大統領が現行のメキシコ憲法
で禁⽌されている大統領再選への道筋をつけるものではないかと批判の声も上がっている［El Financiero, 19 de 
noviembre de 2019; 20 de noviembre de 2019］。 
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かしながら、６月にはメキシコからのすべての輸入品に関税を課すことを脅しに、中米などから
の不法移民の取り締まり強化を求めたトランプ米政権との交渉で、不法移民対策要員としてメキ
シコ南部国境に国家警備隊員 6000 人を配置することで合意した上［El Universal, 12 de junio de 
2019］、国家警備隊への編入を拒む連邦警察官が 2019年７月以降、度々デモを行うなど［Milenio, 








Seguridad y Protección Ciudadana: SSPC）の説明が二転三転したことなどから批判が相次いだ。とく
に外国メディアは、カルテルによる反撃をまったく想定せず、空からの援護もないまま隊員たっ
た 30人ほどで現場に向かったことは、あまりにもお粗末な作戦であったと厳しくコメントしてい
る［El País, 20 de octubre de 2019; The Economist, October 21, 2019］。また、約２週間後には批判を
かわすために作戦の責任者である大佐の名を明かしたことについても、前代未聞であり軍の士気




だったモルモン教徒の母親 3人とその子供たち 6人の計 9人が惨殺される事件が発生し、市民に
衝撃が走るとともに、メキシコの治安悪化を印象付けるものとなった。前出のドゥラソ公安大臣
は、当初、この事件を車が SUVであったことを理由に「敵のカルテルと間違えて銃撃された」と
発表し、またもや批判にさらされた［El País, 6 de noviembre de 2019］。被害者が米国との二重国籍
者であったことからトランプ大統領がツイッターでとりあげるなど米国国内でも反応が大きく、
11月半ばから FBI捜査官がメキシコに入り、調査に当たっているという［El Diario de Juárez, 18 
de noviembre de 2019］。 
図 2はここ５年間の殺人件数の推移（1月〜10月期）を示したものである。2019年のこれまで
の殺人件数（29,574件）は前年同期（28,869件）に比べ、2.4%微増している。そのうち、「フェミ
ニサイド（女性の殺人）」については、2018年の 744件から 2019年の 833件と 12%増加しており、
AMLO 政権の公約とは裏腹に、微増ながらも 2019 年の殺人件数が過去最大となる見込みであり
［El Financiero, 21 de noviembre de 2019］、今後の治安対策強化が緊急の課題である。 
他方、AMLO政権が推進する医療サービスの無償化であるが、その実態は、政権交代以降、各
地の公立診療所等で深刻な医薬品不足（慢性治療薬、ワクチン等）の他、医師・看護師の解雇や
                                                        
10 AMLO大統領は、歴代政権の麻薬組織に対する強硬姿勢を批判し、麻薬戦争による治安の悪化は「暴力」では
解決しないと主張することで貧困や若者の失業といった「根源的問題」の解決を訴えており、それが後述する
社会福祉省への支出増加の根拠ともなっている［Presidencia de la República 2019b］。 
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運営資金の枯渇により医療機器のメンテナンスや器具の調達ができず、基本的な医療行為すら行
えずに患者が死亡するケースも報告されている［El Financiero, 23 de mayo de 2019; El Diario de 
Chihuahua, 22 de Agosto de 2019; El Sol de Tijuana, 13 de noviembre de 2019］。この事実は前項で述べ
た通り、AMLO政権の理想とは裏腹に、財政バランスを保とうとして行った公務員改革（給与削
減および各省庁の人員削減）の影響で、省庁の現場が十分に機能しなくなっていることをうかが
わせるものである［Reporte Indigo Monterrey, 22 de agosto de 2019］。さらに、年金給付額を２倍（２
カ月ごとに 2,550ペソを支給）に引き上げ［Presidencia de la República 2019］たものの、政権交代









調査（2019年 10月）でも事件の影響はなく、70％近い支持を維持し続けていたが［El Financiero, 
22 de octubre de 2019］、モルモン教徒殺害事件後の 2019年 11月の調査では、調査を行なった新聞
社が異なるものの、大統領就任後初めて支持率が 59%と 10％ポイント近く低下した［El Universal, 
15 de noviembre de 2019］。高い支持率を維持する背景には、国民が AMLO大統領の「誠実さ」「リ
ーダーシップ」「結果を出す能力」を評価する声が高い［Forbes México, 7 de octubre de 2019］こと
がある。この結果は、AMLO大統領のメキシコ市長時代からの恒例となっている毎朝の早朝記者
                                                        
11 AMLO政権は、福祉省（Secretaría de Bienestar）が管轄する「国民奉仕隊（Servidor a la Nación）」を立ち上げ
た。1万 7500人が全国各地で年金をはじめとする各種社会プログラム用キャッシュカードを受給者一人ひとり
に配布するとともに、貧困層の声を政権に届ける役割を担っている［Proceso, 29 de junio de 2019］。AMLO政権
の貧困層への社会政策重視の姿勢がみてとれるが、国民奉仕隊を統括する各州の社会政策調整官（Coordinador 
General de Programas para el Desarrollo）が事実上、各選挙区に対応している［El Universal, 13 de diciembre de 




2015 2016 2017 2018 2019
15,167 19,047 
24,363 28,869 29,574 
356 531 652 744 833 
図２：年間殺人件数（1月〜10月期）の推移
殺人件数全体 うちフェミニサイド
（出所）El Financiero, 21 de noviembre de 2019.
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ペニャ・ニエト前政権下の 2018年 10月には 2.7％であったものが、AMLO政権発足直後の 2019
年 1月には 2.1％に下方修正された。その後、4月には 1.9%、続く 7月には 0.9%となり、11月現
在ではゼロ成長と予測されるに至っている。また、2020年の経済成長も下方修正が繰り返されて





70 67 66 66 67 68 67 
59 
19 16 14 19 


















40 ラテンアメリカ・レポート Vol. 36, No. 2, 2020 
によるものと指摘されている［La Jornada, 2 de marzo de 2019］。2020年の経済成長については、
IMF は予測値実現の条件として金融緩和の必要性、国内外の経済における不確実性の低下、民間
消費の回復を挙げている［El Financiero, 26 de noviembre de 2019］。格付けについては、2019年 3
月にスタンダート＆プアーズが「安定」から「ネガティブ」に、同 6 月にはフィッチが「BBB+」
から「BBB」に、また、ムーディーズが見通しを「安定」から「ネガティブ」に引き下げを行った
［El Economista, 6 de junio de 2019］。 
ここまで、AMLO政権 1年目の実情について、記述的にまとめて来た。次節以降では、国立地













Universal, 31 de mayo de 2019］、アボカドなどの買い占めが発生し、農産物価格が上昇したことな
どが一部影響していると考えられる。しかしながら、農業部門の GDPに占める割合は極めて小さ
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低下しているという［El Sol de Hermisillo, 7 de octubre de 2019］。これは、新政権による予算カット
のみならず、緊縮財政政策の目玉となった一連の公務員給与削減および人員削減により省庁の機
能が著しく低下したために生じた政府の予算執行の遅れによる影響も大きいと考えられる。事実、
通信交通省（Secretaría de Comunicaciones y Transportes: SCT）の 2019年上半期の執行額は予算額の
16%にとどまっており、このため、メキシコシティやメキシコ州を含む 18州では、同期間に建設





ス成長が顕著であり、2018 年 12 月から 2019 年 6 月までの 7 カ月間は連続して平均約マイナス
４％と、新政権の政府部門の機能が低下していることが見て取れる。現地報道によれば、財務公
債省（Secretaría de Hacienda y Crédito Público: SHCD）は 2019年 1月から 8月までの公的部門の物
的資本投資は前年同期間と比べ、15.2%減少していると報告しており、経済成長鈍化の要因となっ






                                                        
12 また、メキシコシティでの不動産開発について、シェインバウム市長（政権与党MORENA所属）は前市長の
もとで建設許可に不備があったとする 49の建設プロジェクトのうち、12件を差し⽌めた［Proceso, 7 de febrero 
de 2019］。 
13 AMLO大統領は、この予算未消化による「貯金（ahorro）」を、当初は借り入れによって賄う予定であったマ














































































































































































































































































































































































































































































































図 13 は正規雇用者数の推移を示したものである。2018 年を通して 100 万人増加した正規雇用
者数は、政権交代とともに減少し、2019年 2月以降は横ばいの状態が続いている。また、正規雇

















































































































































































































































































































































































































































8.25%から 0.25ポイントの政策金利引き下げを行った［El Economista, 27 de septiembre de 2019］。
その後も 10月、11月、12月の理事会で 0.25ポイントずつ引き下げを行い、2019年末時点で金利
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